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1 
事業計画概要 

 

 

 
 

 

世界中のスマートシティは、その大きな購買力（ICTの導入など）を利用

して、障害者や高齢者の権利やデジタル技術へのアクセシビリティを推進

できる特異な立場にあります。公共調達プロセスは、政府または政府資金

を供給されたプログラムによって購入した(ICT) 装置、ソフトウェア、ア

プリケーション、およびサービスのアクセシビリティを促進するために非

常に効果的な政策ツールとして認識され始めています。公共調達のポジテ

ィブな効果に対する世界的な関心は、主に2つのよく知られたアクセシビ

リティの公共政策活動 ‐ 米国におけるリハビリテーション法第508条（連

邦政府のアクセス可能な電子・情報技術の購入、開発、保守、および利

用）およびETSI EN 301 549（欧州におけるICT製品およびサービスの公

共調達のアクセシビリティ標準を含む欧州アクセシビリティ標準） ‐ の結

果です。世界中の専門家は、アクセス可能なスマートシティを創造するた

めには、ICTのすべての公共調達の一部を形成するためのアクセシビリテ

ィの要求が必要であることに同意しています。スマートシティプログラム

は、既存のモデルポリシーおよびベストプラクティスを利用して、アクセ

ス可能なICT製品およびサービスの公的調達に対する効果的なポリシーを

策定することができます。 

スマートシティ評議会は、スマートシティを 

「居住性、作業性、持続可能性を高めるために 

情報通信技術（ICT）を使用している」と定義し

ています。 
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このガイドの目的は、障害者や高齢者がICTを購入しやすいよ

うにすることを義務付ける政策を都市が採用するのを支援する

ことです。ICTアクセシビリティ政策の導入により、産業界や

サプライヤーは、この地域の都市が提供する明確な方向性の恩

恵を受けることができるようになります。このガイドは、都市

による技術の調達に関連するさまざまな役割を担う人々を支援

することを目的としています。それがまたスマートシティの技

術サプライヤー、アクセシビリティの専門家、スマートシティ

のプログラムマネージャー、政策立案者、スマートシティのア

プリとソリューションを設計する開発者、スマートシティを研

究する学者、スマートシティをより包括的にするために働く障

害者団体や支持者の関心の対象となります。 

この文書は、主要なICT アクセシビリティ標準を定義する優

先標準のインベントリを紹介する「Smart Citieis for All    : 重

点ICTアクセシビリティ標準実装ガイド」を補完するように

策定されています。 

それぞれの文書は、都市においてICT アクセシビリティを向上

させるための標準と政策がどのように実施されうるかというこ

との理解を深めるために、個別に、または連携して使用するこ

とができます。 

国連の推計によると 、世界の人口の15％(約10

億人)が、1つ以上の障害を負って暮らしていま

す。さらに60歳以上の高齢者の46％以上が障

害を有しており、2億5,000万人以上の高齢者

が中等度から重度の障害を経験しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目的 
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Smart Cities for All 
プロジェクトの 

概要 
 

 

 

2016年6月、G3ictとWorld Enabledは、障害者や高齢者のた

めに、スマートシティにおけるICT アクセシビリティとデジ

タルインクルージョンの現状を世界中で定義するための国際

イニシアチブを開始しました。このイニシアチブには、自治

体、産業界、市民社会および学界からの250名を超える国際的

な専門家の調査と、世界のスマートシティ（キト、バルセロ

ナ、ロンドン、サンフランシスコ、ニューヨーク）での一連

の円卓会議、およびスマートシティのプログラム管理者や技

術者との１対１でのインタビューが含まれています。このイ

ニシアチブでは、今日のスマートシティの大半が十分にアク

セスできず、その結果障害者のデジタル格差が拡大している

ことが確認されました。 

 

2016年のSmart Cities for Allプロジェクトで調査した世界の専

門家の60％は、今日のスマートシティは障害者を見捨てていると

考えています。その結果、自立生活、交通、電子政府、雇用、市

民参画、安全性と司法、緊急時の対応、投票と選挙、および 金

融サービスを含む幅広い分野に悪影響が及んでいます。現在世界

の専門家は、ICT アクセシビリティ標準と世界中のスマートシテ

ィプログラムとの間に明確な関係はないと考えています。ICTア

クセシビリティ標準を使用しているスマートシティについては、

世界の専門家のうち18％しか知りませんでした。前に進めるため

に、世界中の専門家たちは、真にアクセス可能なスマートシティ

を創りあげるには、すべてのICTの公共調達においてアクセシビ

リティが必須の条件になる必要があるとの明確な信念を持ってい

ます。
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アクセス可能な

技術とは何です

か? 
 

 

アクセシビリティは、ISO TC 159により、「製品、システム、

サービス、環境および施設が、特定の使用状況において特定の

目標を達成するために、最も広い範囲にわたる特性および能力

を有する母集団からの人々により使用され得る範囲」として、

概括的に定義されています。 

より具体的ICT を説明すると、アクセシビリティは、利用者の能

力や障害に関係なく、最も広範な利用者によって利用される、コ

ンピューター、携帯電話、セルフサービスキオスク、ソフトウェ

アのような主流の技術の品質であると一般に受け入れられていま

す。 

アクセシビリティにより、誰でも簡単にデバイスを見たり、聞

いたり、使用したり、自分の好み、ニーズ、能力に応じてデジ

タル環境をカスタマイズすることができます。多くの人々にと

って、アクセシビリティは、スマートシティのプログラムとデ

ジタルサービスへのアクセスを可能にするものです。 

 

 

公共調達と

は何ですか? 

公共調達は、一般的に、透明で競争の厳しい入札プロセスにおけ

る民間セクターの請負業者およびベンダーからの商品およびサー

ビスの購入に関連しています。公共調達政策は、商品、サービ

ス、インフラストラクチャー開発の購入方法に対する期待、基

準、限界を設定しています。 

公共調達 
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「...政府機関や地方自治体などの公共機関が企業から仕事、

商品やサービスを購入するプロセスを指す」（欧州委員会） 

「...公的機関による商品やサービスの購入契約を発注する 

プロセス」（CENELEC） 

「...政府、国有企業による商品、サービス、作品の購入を 

指す」（OECD） 



 

 

ICTアクセシビ

リティの公共調

達政策とは何で

すか? 

公共調達プロセスは、政府または政府資金を供給されたプログラムによって

購入した(ICT)装置、ソフトウェア、アプリケーション、およびサービスの

アクセシビリティを促進するために効果的な政策ツールとして注目され始め

ています。今日、政府が調達の一環としてICT のプライバシーとセキュリテ

ィを促進することが、一般的な慣習です。同様の方法でICT アクセシビリテ

ィを追加することができます。公共調達の肯定的な効果に対する世界的関心

は、主に２つのよく知られたアクセシビリティ公共政策活動-米国のリハビ

リテーション法第508条（アクセス可能な電子および情報技術の購入、開

発、保守、および利用）およびETSI EN 301 549（欧州におけるICT 製品

およびサービスの公共調達のアクセシビリティ標準を含む欧州アクセシビリ

ティ標準）-の結果です。 

 

都市が調達政策

を通じてデジタ

ルインクルージ

ョンを導く独特

な立場にあるの

はなぜですか? 

 

 

都市にはますます世界の人口が集中しています。都市に住む障害者や高齢者の割

合は急速に高まっています。2050年までに世界人口の70％が都市に住み、その

うち少なくとも15％が障害を持つ人々になります。世界の南の地域に位置する第

二、第三の都市は都市の成長をリードしており、障害を持つ人々の80％がこれら

の発展途上国に住んでいます。都市化と高齢化の傾向はまた密接に結びついてい

ます。2000年から2015年にかけて、全世界で60歳以上の人口が都市部で68％

増加したのに対し、農村部での増加はわずか25％でした。これらの人口動向は、

都市をグローバルな障害者権利の中心にしています。事実、世界の都市の84％以

上がすでに国連障害者権利条約（CRPD）の締約国になっています。ロックフェ

ラー財団の100のResilient Cityはすべて、国連障害者権利条約に批准し署名した

国々にあります。 

都市もグローバルな技術リーダーです。2015年には、世界の40億人の都市部住

民の89％が3Gモバイルブロードバンドサービスを受けていますが、34億人の世

界の農村人口の29％しか3Gモバイルブロードバンドサービスを受けていませ

ん。都市は世界の経済成長の原動力であり、世界のGDPの80％を占めています。

わずか20の主要都市が世界の大企業の3分の1を擁し、世界のGDP の16％を占め

ています。これらのトップビジネスハブに集結している企業は、世界中のすべて

の大企業の合計収入の40％以上を生み出しています。 

人権、技術、経済成果に関連する指標に関する世界的な人口動向と世界的なリー

ダーシップは、都市にグローバルな障害者権利のセンターとしての重要な立場を

活用する機会を提供しています。都市は、このガイドのツールとチェックリスト

を活用して、ICT調達政策を通じてデジタルインクルージョンを増やすことがで

きます。 
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2 
ICT公共調達政策 

モデル 

 

世界中のスマートシティ・プログラムは、有力な組織やグロ

ーバルな専門家によって開発された既存の調達政策モデルを

活用することができます。ITU およびG3ictモデルICTアクセ

シビリティ・ポリシー・レポートは、すべての政府レベルの

政策立案者にとって実際的なガイドです。モジュール６は、

具体的にICTアクセシビリティ公共調達政策の枠組みを規定

しています。モデル政策は、国家および他の行政レベルのた

めに設計されており、都市および地方自治体に密接に関連し

ています。都市は政策言語を採用し、都市レベルのICTアク

セシビリティ調達政策の開発に統合できます。  

しかし、モデル調達政策を採用している都市では、ICT調達プ

ロセスの性質がいくつかの重要な点で、各国政府が採用する

プロセスと異なる可能性があることを認識することが大切に

なります。たとえば、政府の都市レベルでは、ICT と技術の

購入は、しばしば別々の調達活動としては実行されません。

したがって、都市が技術コンポーネントを含むインフラスト

ラクチャを購入する時、全体の入札または市場へのアプロー

チにそれを組み込むことがあります。これらは、しばしば

ICT が非常に大きな複数年、数十億ドルの契約に組み込まれ

たサブセットとなる複雑な調達であり、多くの場合、ICTプ

ロバイダーが応答者の下請けであり、市政府が実際にソリュ

ーション選択の責任を委譲する複雑な購買構造の下にありま

す。 

6 



 

 

政策モデル

とは 

何ですか？ 

 

 

グローバルなベストプラクティスと整合し、２つのレベルのガイダンスを提

供します。 

– 有意義な、測定可能で実用的な方法でアクセシビリティを組み込んだ

国家的、地域的、組織的な調達政策の策定に関する規制当局と政策立

案者へのハイレベルな政策ガイダンス 

– 調達実施へのアクセシビリティの組み込みをすぐに開始する方法に関

する、調達担当者およびプロジェクトマネージャーへの実際的なアド

バイス 

すべてのレベルで公共調達機関がアクセシビリティを義務づけるための必要

性を説明しています 

– 障害のある人々の雇用を促進するため、および 

– ICTアクセス可能な製品とサービスの市場を創出するため 

調達の主な段階（入札、評価、選考プロセス、評価、レビューなど）を考慮

したポリシーのサンプル言語を提供します。 

（米国の第508条または欧州のETSI EN 301 549の既存のアクセシビリテ

ィ標準に基づいた）ICTアクセシビリティ機能の範囲を評価するために使用

できる製品アクセシビリティテンプレートと一連の機能性ステートメントを

参照しています。  

それは以下の目的に使用できます： 

– 既存の調達政策にアクセシビリティを追加する 

– 既存の政策を補完するために、地方自治体や地域を含むさまざまな政

府レベルでの独立型ICT調達政策を策定する 

– 組織レベルでICTアクセシビリティ調達政策を策定または更新する 
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政策モデルの主要部分に含まれるのは、 

 

 重要な原則、概念および用語の定義 (p.95-96)  

 ICTアクセシビリティ公共調達政策の目的と便益の概要 (p.96-98) 

 目標と原則 (p.98-99) 

 役割と責任 (p.100) 

 トレーニング、能力開発、および意識向上 (p.101-102) 

 政策の主な目的の説明 (p.101)  

 予備調査 のアクセシビリティのための理論的根拠 (p.102-103) 

 情報を要求する調達プロセスの重要な段階と活動 (p.103)  

 アクセシビリティ要件を作成する既存の標準の使用 (p.104)  

 ICT 調達政策のスコープ (p.104-105) 

 アクセシビリティの基準を満たすためのサプライヤーの能力の評価 (p.105-106) 

 契約条項および契約管理に関する推奨事項 (p.107) 

 政策の監視、免除、および見直し 
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3 
 

ICTを採用する

ための７つの 

ステップ 

アクセシビリ 

ティ調達政策 

障害者や高齢者のデジタルインクルージョンを約束したスマート

シティは、ICTアクセシビリティ調達政策を採用するために、以

下の７つのステップを踏むことができます。 

どんな都市でも、技術の調達に関連する役割を果たす人々は

様々であると予想されます。したがって、次の７つのステップ

は、調達ディレクター、ITマネージャー、CIO や障害委員を含

む、異なる役割を担う人々によって導かれることがあります。 
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ステップ 1:  リーダー間で整理し、意識を上げる  

ステップ 2:  既存のICTと調達政策を見直す  
ステップ 3:  国際ICTアクセシビリティ標準の採用  

および地方レベルでの実施 

ステップ 4:  国民の意識を構築しICTアクセシビリティの 

調達政策を採用するためにサポートする 

ステップ 5:  都市レベルの調達ガイドラインに統合する 

モデル政策の採用 

ステップ 6:  市当局での実施を有効にする 

ステップ 7:  新しい調達政策のレビューおよびモニター

の実施 



 

 

ステップ １:  
リーダー間で整理

し、意識を上げる 

 
 

 

□ ICTアクセシビリティの調達政策の採用の必要性と利点を社会に適

合させるために、市のリーダーたちと有力者（例えば、最高情報

責任者（CIO）、障害委員、主要調達担当者など）の小さなチーム

を創る  

▪ 業界や障害者を相談プロセスやリーダーシップチームに含

める。 

▪ 入札を策定し、適合分析と製品アクセシビリティ評価などを行う

場で、必ずこれらの調達担当者の視点を得てください。 これら

の関係者は、調達政策の設計と実施を成功させるために不可欠で

す。 

□ ICTアクセシビリティ調達政策に関する研修やセミナーを組織すること

により、市リーダーたちの小規模なチームの間で共通の理解と共通の

言語を作成します。これにはデジタル格差を解決すべき根拠が含まれ

ています。 

▪ 市場で入手可能な主要なICTアクセシビリティオプションのいく

つかを調査するために、障害者の組織や業界との継続的なトレー

ニングやディスカッションを利用します。マーケットプロバイダ

ーを含めます。 

□ 調達政策を採用するためのさまざまなオプションを検討し、前進する

ためのステップを計画します。 

 

 

ステップ ２: 

既存のICTと調達政

策を見直す 

 

□ 都市の既存の調達ルールがアクセシビリティやインクルード

を参照しているか、主要な定義がベストプラクティスと一致

しているかどうかを確認します。 

▪ モデル政策（セクション１）で参照される定義を参照します。 

▪ あなたの都市の調達ルールと規制が、 

アクセシビリティを導入し、それをベストプラクティスとしてモ

デルポリシーに合わせる機会として、定期的な見直しと改訂のサ

イクルを持っているかどうかを判断します。 

□ 既存の国家政策や既に包括的な調達政策を必要としている可能性のあ

るコミットメントを特定します。 

▪ 世界中の170以上の国がアクセシビリティ調達政策を推進する障

害者権利条約に批准しました。あなたの国のこの条約への参加

を確認するには、http://bit.ly/2kEM1C7を参照してください。 
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▪ 追加の全国的なICT アクセシビリティ政策には、例えばインクル

ーシブ教育のための政策、通信分野でアクセシビリティを必要と

する政策、アクセス可能なウェブサイトを必要とする政策、金融

サービス部門でアクセシビリティを必要とする政策などがありま

す。 

▪ 国家の技術および/または障害者の担当者は、ICT アクセシビリ

ティ調達政策の実施を主張するために使用することができる既存

の障害関連国家政策を提供できます。 

国によっては、これらの組織は政府または市民社会のいずれかの

部門に属する場合があります。 

□ あなたの国の政府の調達政策がアクセシビリティを参照しているかど

うかを確認してください。 

▪ 2014年に欧州連合（EU）は調達指令（2014/24/EU）を改訂

し、欧州のすべての公共機関による調達のアクセシビリティ要件

を強化しました。 

▪ リハビリテーション法第508条は、連邦政府のICT製品およびサ

ービスの購入の一環としてのアクセシビリティを要求していま

す。米国アクセス委員会は、これらの要件を更新する最終規則を

発表しました。 

▪ EUと他の18カ国には、世界貿易機関（WTO）のゲートウェイを

通じた国の調達法と政策へのリンクが http://e-

gpa.wto.org/en/Agreement/Latest にあります。 

□ あなたの国の規格機関が、ETSI EN 301 549、第508条、または

WCAG 2.0のようなICTアクセシビリティ標準を採用しているかどう

か確認してください。 

▪ G3ictとETSI は、ETSI EN 301 549を採用するためのロードマ

ップを作成するのに役立ちます。 

▪ あなたの国の規格機関を見つけるには、以下を参照してくださ

い。http://www.iso.org/iso/home/about/iso_members.htm  

□ ICTアクセシビリティ調達政策が採択されているかどうかについて

は、他の近隣都市に確認してください。 

▪ ロックフェラー財団100のResilient Cityの都市のほとんどは、障

害者権利条約に批准した国にあり、ICT アクセシビリティ調達政

策を採択する可能性のあるスマートシティを含みます 

 

http://e-gpa.wto.org/en/Agreement/Latest
http://e-gpa.wto.org/en/Agreement/Latest
http://www.iso.org/iso/home/about/iso_members.htm


 

 

ステップ 3:  

国際ICTアクセシ

ビリティ標準採

用と地方レベル

での実施 

 

□ ３つの重点ICTアクセシビリティ標準をリストしている Smart Cities 

for All：重点ICTアクセシビリティ標準実装ガイドを見直す。 

□ 直接参照する国際標準を選択してください。 

▪ モデル政策は、グローバルICTアクセシビリティ標準を調達政策で

参照すべきであるといういくつかの理由を述べています。モデル

政策は、「Smart Cities for All」の3つの重点標準と同じ、以下

の標準を指しています。 

重点ICTアクセシビリティ標準実装ガイド： 

• ETSI EN 301 549 

• リハビリテーション法第508条（米国）技術要件 

• MTW3C WCAG 2.0/ISO/IEC 40500 (2013)（第9節を参

照） 

 
ステップ ４: 

国民の意識を構

築しICTアクセ

シビリティの調

達政策を採用す

るためにサポー

トする  

 
□ 政府機関のマネージャーやITプロフェッショナルのために、障害やICTのアク

セシビリティに関する特定のトレーニングやキャパシティビルディングを実

施します。一般市民のための啓発イベントを検討します。  

▪ 明確に指定された訓練とキャパシティ・ビルディング・アプローチは、障

害者の数とそのインクルージョンへのICTアクセシビリティの重要性に対

する認識を高めるのに役立ちます。 

▪  訓練セッションの計画と実行の両方に障害者を含めます。これは国連障

害者権利条約の中核的原則と一致しています。この目的のために、アクセ

シビリティミーティングを計画するためのガイドが役立ちます。 

▪ モデル政策の第5.2節では、「アクセシビリティとは何か」、「障害者が

ICTを利用できる方法」、「ICTアクセシビリティのためのケース：社会

とビジネス」、「調達プロセスでアクセシビリティをどのように特定し評

価するか」などの訓練に関する特定の学習結果を示唆しています 

□ 調達プラットフォームに登録されている企業を含む、業界との関係者のミー

ティングを企画します。 

▪ 業界およびその他の関係者との会議を行い、ICTアクセシビリティ調達政

策を採用するためのビジネスと人権の根拠を説明します（理論的根拠とビ

ジネスニーズを説明する第7節を参照）。 

▪ 有力企業が自社のサプライチェーンとベンダー関連を管理するための調達

政策をどのように採用しているかを指摘します。 

▪ 障害者に関する法律、差別禁止法、情報法へのアクセスなど、国レベルま

たは地域レベルの既存の義務を参照してください。 
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ステップ ５:  
都市レベルの

調達ガイドラ

インに統合す

るモデル政策

の採用 
 

 

□ 新しい政策を策定し、採用し、実施し、レビューする

ためのタイムラインを作成します。 

▪ モデル政策は、国家政府のために設計されています

が、都市の文脈で より具体的に適用するように変更

することができます。 

▪ 障害者の声は、このプロセスの中心的な役割を果た

すことができます。 

□ モデルICT公共調達政策の主要部分を見直し、定義を調整

します。 

□ 都市レベルの政策の目標を作成し、幅広い原則に同意

します。  

▪ 無差別、インクルージョン、アクセシビリティ、

透明性、手頃な価格、お金の価値など、モデル

政策の根底にある６つの原則を特徴とします

（モデル政策の第3.2節を参照） 

□ 都市レベルのICT アクセシビリティ調達政策の策定と実

施にどのような役割と責任が配分されるかを検討しま

す。 

▪ モデル政策の第４節を参照し、ICTアクセシビリティ

公共調達政策のスタッフ、協議会、および委員会の

主要な役割をマッピングします。 

□ グローバルスタンダードに基づく機能的性能声明書を見

直し、検討します。 

▪ 調達政策の重要な部分は、使用される技術標準とな

ります（モデル政策の第6節および附属書Aの一連の

機能的性能記述を参照）。第508条とETSI EN 301 

549に述べられている記述を調和させることを目指

しているため、これらの記述は直接参照することが

できます[例えば、「ビジョンなし」の使用法

（2.1）、「 限定されたビジョンによる」（2.2）、

「色の認識なし」（2.3）。 Smart Cities for All：

重点ICTアクセシビリティ標準実装ガイドも参照し

ます。 
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□ 契約テンプレートを確認し、契約のアクセシビリティを指定します。 

▪ 既存の契約テンプレートを調達担当者および法務職員とともに見直

し、アクセシビリティ要件を基準としてどのように挿入して、グロ

ーバルスタンダードや都市のICTアクセシビリティ調達政策を参照す

るかを確認します（第13節参照）。 

□ 既存の適合性を評価する能力を含む、将来のベンダーからの情報を収

集し評価するためのアプローチをレビューします： 

▪ 製品レベルで - 好ましくは使用するコンテキスト内で 

▪ ソリューションレベルで - 例えば、アクセシビリティ標準が 

すべてのコンポーネントが共同して開発され、構成されている場

合に実施レベルで 

▪ どのようにサポートされるか：すなわちアクセシビリティ基準が 

ソリューションが既存の「構築済み」環境に統合されている場合に

どのようにサポートされるか 

□ 既存の調達プロセスをモデルポリシーで設定されている5つの調達段階に

マッピングします。埋め込まれたICT調達のようないくつかの重要な方法

において、都市レベルでのプロセスは、政府の国家レベルとは異なる可

能性があることを認識し、調整するギャップとエリアを特定します。 

□ 調達プロセスの5つの段階にわたる活動の範囲に対する具体的な対応のタ

イムラインを作成することを検討してください。例えば、承認を作成す

る時間、例外対応の時間などです。 
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５つの調達段階 

1. 準備調査 - 調達機関が、市場（ベンダー）が必要とされる製品またはサービスを

提供する能力を調査します。調達するICTソリューションの組織的ニーズとユーザ

ーニーズを確立します。 

2. 入札の呼び出しを書く  - 調達機関は、必要な製品やサービスの正確な詳細と調

達実行の条件を記して可能性のあるベンダーに送信します。この段階では、調達機

関はアクセシビリティ基準に適合していることを示す証拠を選択して要求します。 

 

3. 入札評価 - 調達機関は、入札の呼び出しで設定された基準に従って各ベンダー

の回答を評価します。評価には、コンプライアンス自己申告、証拠の裏付けのある

自己申告、第三者評価証明書の結果による自己申告などの許可が含まれます。たと

えば、米国では、ベンダーがアクセシビリティ要件を満たしていることを示す自主

的製品アクセシビリティテンプレート（VPAT）があります（第8節を参照）。 

4. 成果物の評価 - 調達機関は、成果物が入札に記載された基準を満たすことを自

ら満たす必要があります。これには、例えば、障害者によるユーザーテストが含ま

れます。 

5. 契約の管理 - アクセシビリティが契約管理でどのように採用されるかを定義

します。これには、例外を処理し、ベンダーとユーザーの両方からのフィードバ

ックを求めるプロセスが含まれます。これは特にICTサービスの調達に関連して

います。 
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ステップ ６: 

市当局での実施

を有効にする 

 

□ 現在のアクセシビリティトレーニングの提供を評価します。不足して

いるトレーニング提供を特定し、優先順位を付けます。 

□ 誰がトレーニングを受けるべきかを定義するアクセシビリティトレー

ニング計画を作成します。新しいトレーニングをいつ、どのように利

用できるかを特定します。 

□ 公共および公的部門の職員による使用のために、この政策のトレーニ

ング、キャパシティビルディングおよび意識向上を創出し、提供しま

す。コアニーズに対応するアクセシビリティ研修リソースを開発/取得

/提供します。他の都市や政府が開発し使用した訓練資源を活用して、

できるだけギャップを埋めます。トレーニングカレンダーを作成して

公開し、トレーニング提供を代理店の管理者や従業員に伝えます。 

□ インストラクターが指導するトレーニングが必要な場合にスケーラビ

リティを向上させるために、「トレーナーを訓練」オプションを追求

してください。 

□ トレーニングを受ける従業員を追跡します。 

□ 効果を評価するためにトレーニングに関する従業員のフィードバック

を求めます。 

ステップ ７：  
レビューと監視 

新しい調達政策の

実施 

 

□ 政策の定期的（最低2年ごと）な監視のプロセスを作成します 

▪ 実施の監視とレビュー、およびポリシーに必要な変更の予算。エ

ンドユーザー、都市の従業員、市民など、監視とレビューに障害

者を含むようにします。 

□ 他のスマートシティや障害者権利条約のモニタリングプロセスなど、

成功事例を共有します。 

▪ 革新と発展を障害者権利条約委員会と共有することは、あなたの国

の報告を後押しすることになり、あなたの経験から他の都市が学ぶ

方法となります。アクセス可能な調達投資がより大きな革新につな

がる方法を認識するために、ICTアクセシビリティに関するイノベ

ーションの賞を創設することを検討します。 



 

 

 

結論 
 

調達は、政府にとって最も重要かつインパクトのある政策ツールの１

つです。調達政策は、市場の行動、個々の企業、市民の生活など、多

くの分野に大きな影響を与えます。これは、障害者や高齢者が、政策

立案者が生活したい都市環境の種類やそのアクセス方法や利用方法に

関する決定に彼らを含めることに頼っている場合に特に当てはまりま

す。 

政府がICTの最大購入者であるため、調達は、ICTアクセシビリティ

がスマートシティのプログラムとソリューションに組み込まれている

ことを確実にする上で特に重要です。 

都市によって直接採用される国家的および国際的な政策は既に存在し

ており、全く新しいものを生成するために長い開発プロセスを経る必

要性が排除されます。代わりに、このガイドに記載されている7つの

ステップチェックリストを使用して、既存の国内および国際政策を

個々の都市に効果的に合わせることができます。スマートシティの指

導者は、チェックリストに記載されているステップを実行すること

で、スタッフや一般市民にICT アクセシビリティの重要性を認識さ

せ、すべての人のデジタルインクルージョンをサポートするための政

策を確保することができます。
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G3ict 

Global Initiative for Inclusive 
Information and Communication 

Technologies (インクルーシブな情報通

信技術のための世界的なイニシアチブ) 

は、国連Global Alliance for ICT and 

Developmentが、国連経済社会局の障

害者権利条約事務局と協力して2006年

12月に開始した提唱イニシアチブです。

その使命は、デジタルアクセシビリティ

と支援技術を促進し、障害者権利条約 

(CRPD) の実施を円滑にし、支援するこ

とです。詳細についてはこちらをご覧く

ださい。http://g3ict.org/  

World Enabled 

World Enabledは、グローバルな教育、

コミュニケーション、および戦略的コン

サルティンググループです。私たちは、

企業や行政に対し、障害者の権利を促進

する法的義務の完全実施を支援していま

す。私たちの業務と調査イニシアチブは

都市計画とインクルーシブな都市開発に

焦点を当てています。国際的なパートナ

ーとともに、私たちは障害のある人たち

がその才能を十分に発揮し、その可能性

を十分に活かすことができるインクルー

ジブな社会を作り上げます。詳細につい

てはこちらをご覧ください。

http://worldenabled.org/  
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ダーです。G3ictのグローバル戦略と開発担当のバイスプ

レジデントとして、彼はG3ictのグローバルな影響力を拡

大するための新しいプログラムの策定と実装を主導して

います。彼は、技術政策、人権、デジタルインクルージ
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Smart Cities for All 

リソース
 

他のツールをダウンロードするには 

www.smartcities4all.org  

にアクセスしてください 

お問い合わせ先： 

info@smartcities4all.org 
 

 

http://www.smartcities4all.org/

